
Ｑ 福島第一原発にどれくらいの放射能？

Ａ 1～6号機だけでも、

電気出力は計470万ｋｗ。

100万ｋｗを１年間稼働

させれば、約１トンのウラン235が核分裂し

てほぼ１トンの死の灰ができる。470万ｋｗ

だと4.7トンできる。その５カ年分程度が炉

内や冷却プールに内蔵されていれば、23.5ト

ンとなる。広島に落とされた原爆は、数キロ

グラムの高濃縮ウランを使っていたが、核分

裂したのは１キログラム弱だったとされる。

ざっと原爆２万４千発分の死の灰が内蔵され、

そのうちのいくらかはすでに大気中と汚染水

に出てしまったが、原爆２万個分以上の死の

灰が、まだあの施設内にある。短半減期のも

のは減少しているが、長半減期の核種で見れ

ば、このように比較することもできる。

Ｑ 東電や国は事故原発を将来どうする？

Ａ いずれ東芝や日立

や三菱や仏アレバ等が

この解体撤去でも大儲

けをたくらんでいるようだ。しかしこんな代

物を、どのように取り出してどう処理しよう

とも、喜んで受け入れるところや、適切な処

分地があるはずはない。例えばプルトニウム

239（どの炉にもできているが、特にプルサー

マルでは初めから多量にいれてある）は、半

減期が２万４千年だから、1000分の１にまで

減衰するのには24万年を要する。

よりましな方法は、この現行の施設そのも

のを各原発の墓として、外に少しも漏れるこ

とのないように、永久的に管理保管してゆく

べきだろう。海や地下水への漏れを完全にな

くするための地中工事も必要となろう。

国や自治体と住民の推薦する専門家の監視

のもとで、発生者責任において、東電やその

継承企業が末永く墓守りをしてゆく以外にあ

るまい。この墓にも十分な耐震性と津波防止

策を要することはいうまでもない。

Ｑ 原発事故の状態は改善されているの？

Ａ メルトダウンした

核燃料は、１～３号機

とも圧力容器(原子炉本

体)を突き抜け、格納容器の下部にたまって

いる。そこも傷めて、一部は建屋の地下底部

に至っているかもしれない。さらにコンクリー

トを溶かして沈み、地下水脈に至れば、大変

な事態となる。地下水脈から遮断する工事が

急を要する。まだ事態は少しも改善されてい

ない。

Ｑ 海の汚染はどんな状況かしら？

Ａ 高発熱の冷却に要

する水は、注入を止め

るわけにはいかない。

水蒸気とともに放射能が飛散し、溶融した核

燃料を含んだ高レベル汚染水は増え続ける。

すでに４月には低レベル汚染水を海へ1万㌧

（1500億ベクレ

ル）放出したが、

高レベル汚染水

を２号機取水口

付近から520㌧(4

700兆ベクレル）、

５月には３号機
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から250㌧（20兆ベクレル）も流出させてし

まった。

これだけでも食物連鎖による生物濃縮は始まっ

ており、海草や、プランクトン、コウナゴの

ような小魚から、それを食する大きい魚へ、

回遊魚へと広がっていく。体中に入り込むセ

シウム137（半減期30年）は各種のがんを誘

発するが、微量であっても骨に蓄積されやす

いストロンチウム90（半減期29年）は白血病

等の原因となる。

すでに11万トンを超える高レベル汚染水が

地下室やピットなどにたまり、ヒビや隙間か

ら海水や地下水の中にどれほどか流失してい

ると思われる。

Ｑ この汚染水はどうなるの？

Ａ せめて大型タンカー

を調達するのかと思い

きや、それも惜しんで

しまった（『週刊新社会』４月19日号にも触

れたように）。溶融炉心の冷却を十分に進め

て水蒸気による放射能飛散を減らし、海や地

下水への流失も防ぐためには、敷地内に十分

な収容施設を作るべきだったが、それが間に

合わないのなら、大型タンカーに一時貯蔵す

るべきだった。ろ過処理が可能になるまでそ

こに置くか、柏崎に運んで処理するかなどは

別として。

Ｑ ろ過装置はトラブル続きだが？

Ａ 仏アレバ社、米キュ

リオン社、東芝、日立

の組み合わせで高額な

装置をつくったが、こんな高レベル汚染水を

大量処理した実績はなく、うまくいかない。

一日1200㌧の汚染水の放射能レベルを１千

分の１から１万分の１に下げる計画だが、な

かなか正常な軌道に乗らない。冷却水はいか

にしぼっても、毎日約500㌧は発生している。

年間の放出総量は原発ごとに管理目標値が

定められている。福島第一では４月の２号機

取水口付近からの高レベル汚染水の漏れだけ

でも、すでに今年中に放出可能な総量を超え

ている。なぜ緊急に

タンカーを手配しな

いのか。

除染が進行すると、

放射能を高レベルに

吸着済みのゼオライ

トや、高レベル汚泥

（約２千立方メート

ルと見込まれる）が発生するが、どこにどう

しておくのか。原発敷地内にそれを長期的に

管理保管する設備を至急設置する以外にある

まい。

Ｑ 長期的にはどうするつもり？

Ａ メルトダウンした

核燃料と高レベルに汚

染された設備とを、い

つからどのように解体・処理して、どこに撤

去するというのか。そんな作業にたずさわら

ねばならない多くの労働者の被曝はどれほど

になるか。さらにどれほど環境に飛散させ、

海も汚すことになるか。どこに持ち込んで最

終処分地とするのか。

この問題は、他の原発にも基本的に当ては

まる。燃料棒が破損していないものは、炉外

のプールに取り出して冷却保管することもで

きるし、発熱量が十分に減衰した段階で容器

（キャスク）に収めて、空冷に移行すること

もできよう。しかし原子炉を解体するのは、

いたずらに放射能を拡散し、被曝労働を増や

すだけである。廃炉は撤去してそこに新増設

することを夢想したのは、かつての独占資本

とその国家だった。廃炉は原則としてそのま

ま〝墓〟とするべきだろう。

Ｑ すでに労働者の被曝が深刻だが？

Ａ 東電が先日公表し

た、緊急時にと設定さ

れた上限値250ミリシー

ベルト(従来は100ミリシーベルト)を超えた9

人の東電社員(最高600ミリシーベルト超)は

氷山の一角。作業に従事した「協力社員」や

孫請けなどの多くの労働者は測定・検査も受

汚染水を貯める
大型タンカーを

ろ過処理は
うまくいかない

廃炉はそのまま
〝墓〟にすべき

被曝労働者なく
して原発動かず
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けていない。これからの作業でも、高い被曝

は避けられないだろう。事故でなくとも、か

ねてから定期点検や修理作業でも、多くの人

が高線量被曝を受けている。このような労働

者の犠牲によってはじめて成り立つ原発は、

それだけでも否定されるべきものだ。

Ｑ 子どもの被曝は大丈夫なの？

Ａ 政府や規制機関の

対応がひどい。放射線

被曝は、これ以下なら

遺伝子などにも影響のないという安全値はな

い。自然放射能による普通の被曝は、年に１

ミリシーベルト(1000マイクロシーベルト)程

度なので、それに上乗せされる人工的な放射

線被曝は少ないほどよく、１ミリシーベルト

程度にすべき、というのが常識だった。

労働基準法が18歳未満の作業を禁じている

「放射線管理区域」の基準は、１時間当たり

0.6マイクロシーベルトだが、これも週35時

間労働として１年間にほぼ１ミリシーベルト

に相当する。ところが福島では、小中学校の

ほとんどの校庭でこの基準を超えてしまった。

広範な土地が汚染され、すばやく避難させな

ければならないはずだったのに、政府はすぐ

に必要な措置を取らずに、いったんは年間20

ミリシーベルト

までよいとして

後手を踏み、多

くの人たちに残

酷な被曝をさせ

てしまっている。

胎児、乳幼児、子どもは感受性が強いだけ

に、被曝を避けるための措置が特に必要だ。

しかも地面からの外部被曝だけの計算では足

りない。知らないうちに、水や吸気や作物や

肉や魚や牛乳などによる内部被曝も加わり、

深刻化する。

Ｑ 遠方の茶や、汚水処理場の汚泥まで？

Ａ 汚泥や焼却灰の汚

染は全国的に広がって

いる。関東一円の作物

や静岡のお茶も汚染され、全国各地にホット

スポットが検出されている。土壌だけでなく

山林の汚染も深刻だ。水産物の食物連鎖は全

国に広がる。海洋汚染は世界に広がる。

Ｑ 損害賠償はどうなるの？

Ａ どんなに巨額にな

ろうとも、責任のある

東電に払わせるべきだ。

電気料金に転嫁ではなく、東電の利益剰余金、

使用済み核燃料再処理等引当金、過去にさか

のぼっての役員からの報酬返還、融資機関

（銀行、生保、損保等）や社債大所有企業か

らの債権放棄、原発を造ってきた重電機資本

等々からの利益の返還など、取るべきところ

はいくらでもある。

発電部門から切り離して送配電部門を売却

させることも必要だ。それによって、他機関

の発電への参加や自然エネルギーの利用は容

易に進む。

Ｑ 使用済み核燃料の再処理はどうなの？

Ａ 再処理は、それ自

体いっそう放射能を外

部に放出し、また多量

の使用済み燃料や高レベル廃液を集積させる

ため、冷却系の事故などによって、想像を絶

する被害を及ぼす危険性をもっている。抽出

されたプルトニウムを活用して、燃えないウ

ラン238（天然ウランの主成分）をプルトニ

ウムに転化して使おうという「高速増殖炉」

は、「もんじゅ」でも仏の「スーパー・フェ

ニックス」でも危険性が大きすぎて成り立ち

えないことがとうに実証されている。日本で

は核兵器を自前で作りたい人たちだけが、い

まだこれにこだわっている。

Ｑ なぜ他の原発も停・廃止すべきなの？

Ａ 原発は１日も早く

止めないと、第一に、

大事故発生の確率が確

実に上昇する。どこの原発にも、直下やすぐ

被曝量の
安全値はない

汚染は
地球的規模に

電気料に転嫁
とんでもない

再処理の狙いは
核武装！？
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近くに活断層が横たわる。当初の予測を超え

て、すでに原子炉本体には脆化が進み、出入

りする配管にも、ひび割れやひずみや腐食や

金属疲労が進んでいる。第二に、発生する死

の灰はどんどん累増してゆく。使用済み核燃

料を再処理しようがしまいが、高レベル廃棄

物を安全に処分できるところなど存在しない。

Ｑ 電力不足にならないの？

Ａ 今までの原発優先

稼働から火力優先稼働

に切り替えて、使える

火力（９電力と電源開発〈株〉で１億3000万

ｋｗ）をフルに稼働させれば、すぐにでも原

発（福島も含めて4885万ｋｗ）抜きで夏場の

電力も十分にまかなうことができる。鉄鋼や

石油精製や化学などを始めとする自家発電や

共同火力などの能力は、全国でほぼ6000万ｋ

ｗもある。揚水式発電は、東電の680万ｋｗ

（電源開発の所有で東電の自由になるものを

合わせると1033万ｋｗ）を筆頭に、2564万ｋ

ｗもある。これらをフルに活用すれば、電力

不足などあり得ない。今日の火力の排煙脱硫

･脱硝装置や煤塵除去装置は十分によいもの

ができている。

風力をはじめ自然エネルギーの建設期間は

短いので、これらを火力、水力とともに短年

月で大きな柱にすることができる。風力は、

海洋にも陸上にも民家から距離をとって、全

国に十分に大きな適地がある。太陽光は、夏

場にクーラーの必要な地域では特に有効だ。

中小水力や地熱の潜在力も大きい。

原発を止めるドイツでは電力を輸入？

Ａ ドイツでは反原発

の闘いが強まり、財界

や保守与党による揺り

戻しを許さず、結局2022年までに全原発を廃

止することに決定した。これをもってマスコ

ミは、ドイツは電力の輸入国なのにと批判す

る。

なるほどＥＵ諸国の送配電網は連結されて

いて、フランスなどから輸入している。しか

し、2003年以降ずっと全体としては電力輸出

国（輸入より輸出の方が多い国）だった。06

年は169.8億ｋｗｈ、07年は163.8億ｋｗｈ、

08年は201.1億ｋｗｈの輸出超過だった。原

発を停・廃止する基数が多い年は、一時的に

輸入超過になるとしても、09年に策定された

『エネルギー政策ロードマップ2020』によっ

ても、風力発電など自然エネルギーの大幅で

急速な拡充を中心として、やがて電力輸出国

にもどるだろう。

イタリアは国民投票で94％の反原発票によっ

て、全廃した原発の復活を許さないことになっ

た。

Ｑ フランスはなぜ原発が多いの？

Ａ 核兵器と原発を車

の両輪として、「18世

紀（ナポレオン）の栄

光」にこだわり、ナショナリズムでアメリカ

に対抗しながら、国家と独占資本が密に一体

化して原発を推進してきた。しかし、この国

でさえ変わらずにはすまない。脱原発へ向か

うドイツの危機意識は陸続きのフランスにも

伝わって、ある世論調査では77％の人が脱原

発派になっている。

高レベル廃棄物の処分場が行き詰まりとなっ

て、原発にブレーキがかからざるをえないだ

ろう。
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